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平成３０年度　被災状況把握・提供システム検討業務

被災状況把握･提供システムの改良･高度化　１式                

TEC-FORCEデータ通信ツールの検討･開発  　１式                

分任支出負担行為担当官中部技術事務所長  木村　秀治

名古屋市東区大幸南１丁目１番１５号

平成３０年　４月１０日

日本工営（株）名古屋支店

名古屋市東区東桜２－１７－１４

２９,１４９,２００ 円（税込み）

２９,１４９,２００ 円（税込み）

　〈簡易公募型プロポーザル方式（拡大）〉　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　本業務は、南海トラフ巨大地震等による津波災害対応を迅速かつ効率的に行
うため、災害対策本部や現場職員が必要な情報を速やかに把握･共有し、刻々
と変化する浸水状況や排水状況なども情報共有ができる｢被災状況把握･提供シ
ステム｣の改良を行い、更なるシステムの高度化を図るものである。　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　上記業者は企画提案書の提出があった唯一の者であり、企業及び配置予定管
理技術者の実績・信頼度、業務の実施方針・実施体制、特定テーマに対する提
案、ヒアリング結果について、総合的に評価を行った結果、求める業務内容等
に合致し優れていることから、特定したものである。　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
適用法令：会計法第２９条の３第４項　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　予算決算及び会計令第１０２条の４第３号

土木関係建設コンサルタント業務

平成３０年　４月１１日

平成３１年　２月２８日
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